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雇用統計結果レポート～6月利上げの可能性はさらに低下～

非農業部門雇用者数（前月差）  4月 +16.0万人 市場予想 +20.0万人 前月 +20.8万人 

失業率     4月 5.0％ 市場予想 4.9％ 前月 5.0％ 

平均時給（前年比）   4月 2.5％ 市場予想 2.4％ 前月 2.3％ 

労働参加率    4月 62.8％ 市場予想 63.0％ 前月 63.0％ 

 

■全体的に冴えなかった雇用統計 

6日に4月分の米雇用統計が発表された。一部に市場予想を上回って前月から改善する好内容の指標もあ

ったものの、全体的にはやや冴えない結果だった。発表直前に107円ちょうど程度だったドル円はドル安円

高が進み、一時106円40銭近くまで円高に振れた。ただし、ニューヨーク連銀のダドリー総裁が「年内2回の

利上げ予想は妥当だ」との認識を示したことからドル高に巻き戻しが進み、結局発表前よりやや円安が進ん

だ。 

 

4月の非農業部門雇用者数は前月差16.0万人増

と市場予想の20.0万人増を下回って前月から伸

びが鈍化した。さらに、3月分は21.5万人増→

20.8万人増に、2月分は24.5万人増→23.3万人

増にそれぞれ下方修正された（グラフ参照）。非

農業部門雇用者数の伸び鈍化は先に発表され

たADP雇用統計とも整合的な結果だったといえ

る。 

 

ただ、前回のレポートでも記したように完全失業率に近い水準にあると指摘されている米国の労働市場で雇

用者数の伸びが鈍化することは大きな驚きではない。ましてまだ単月のブレという可能性も捨てきれない状

況だ。非農業部門雇用者数の下振れについて現時点で悲観する必要はないと考えている。 

 

（出所)トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

非農業部門雇用者数と失業率
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また、失業率は5.0％で前月から横ばいだった。市

場予想では4.9％に低下すると予測されていた。失

業率も悪化したわけではなく大きな問題があるわ

けではないが、失業率の悪化よりむしろ注目された

のは労働参加率の低下かもしれない。4月の労働

参加率は62.8％と前月の63.0％から0.2ポイント低

下した。生産年齢人口に占める労働人口の割合を

示す労働参加率は、昨年9月の62.4％をボトムにこ

の数ヶ月継続的に上昇していた（グラフ参照）。労

働参加率の高まりはこれまで職探しを諦めていた

人々が労働市場の改善を受け労働意欲を取り戻し

て職探しを再開しているのではないかとの期待が高まっていた。4月の労働参加率の低下はこの期待に水を

差す内容だったということになる。 

 

■賃金の上振れは好材料も6月利上げの可能性は依然低いまま 

これまで示してきたように、冴えない内容が多か

った4月分の雇用統計で数少ないポジティブ・サプ

ライズだったのが労働者の賃金の伸びである。前

年比2.5％の増加と市場予想の2.4％を上回って

前月から伸びが高まった（グラフ参照）。ただ、前

年比2.5％増（小数点第2位まで見ると2.49％増）

は、昨年12月の2.64％増、昨年10月の2.56％増、

今年1月の2.50％増に次いで過去1年間で4番目

の伸びである。もちろんポジティブ・サプライズで

はあるのだが、極端に高い数値が出て賃金の伸

びが急激に加速したような状況ではないことは注

意したい。 

 

改めて4月分の雇用統計を総括すると、「良い指標もあったが全体としては芳しくない」といったところだ。労

働市場の失速が懸念されるような極端な悪い内容ではないが、FRBに利上げを急がせる好内容とも言えな

い。以前のレポートで記したように筆者は4月の連邦公開市場委員会（FOMC）の声明文から、6月の利上げ

の可能性は低下したと判断した。今月の雇用統計はその考えをサポートするもので、依然として6月利上げ

（出所)トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成
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（出所)トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

米国平均時給（前年同月比）の推移
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の可能性は低いとみている。6月利上げ見送りとなれば米国経済・米国株にはプラスに働く一方でドル安バ

イアスになるとみられ、ドル円の上値は重いとみられる。日本株には厳しい状況が続きそうだ。 

 

ご留意いただきたい事項 

マネックス証券（以下当社）は、本レポートの内容につきその正確性や完全性について意見を表明し、また保証

するものではございません。記載した情報、予想および判断は有価証券の購入、売却、デリバティブ取引、そ

の他の取引を推奨し、勧誘するものではございません。当社が有価証券の価格の上昇又は下落について断定

的判断を提供することはありません。 

本レポートに掲載される内容は、コメント執筆時における筆者の見解・予測であり、当社の意見や予測をあらわ

すものではありません。また、提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除され

ることがございます。 

当画面でご案内している内容は、当社でお取扱している商品・サービス等に関連する場合がありますが、投資

判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的として作成したものではございません。 

当社は本レポートの内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではございません。投資

にかかる最終決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。 

本レポートの内容に関する一切の権利は当社にありますので、当社の事前の書面による了解なしに転用・複

製・配布することはできません。 

当社でお取引いただく際は、所定の手数料や諸経費等をご負担いただく場合があります。お取引いただく各商

品等には価格の変動・金利の変動・為替の変動等により、投資元本を割り込み、損失が生じるおそれがありま

す。また、発行者の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込

み、損失が生じるおそれがあります。信用取引、先物・オプション取引、外国為替証拠金取引をご利用いただく

場合は、所定の保証金・証拠金をあらかじめいただく場合がございます。これらの取引には差し入れた保証金・

証拠金（当初元本）を上回る損失が生じるおそれがあります。 

なお、各商品毎の手数料等およびリスクなどの重要事項については、「リスク・手数料などの重要事項に関す

る説明」をよくお読みいただき、銘柄の選択、投資の最終決定は、ご自身のご判断で行ってください。 

 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 
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